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確 認 申 請 書

西暦 年 月 日

東京都 御中

（申請者） 住 所

名 称

代 表 者 印

電 話 （ ）

東京信用保証協会保証申込みのため、私（当社）が、東京都が実施している下記事業による支援

を受けたことを、確認願います。

記

１ 事 業 名 等：経営革新計画フォローアップ支援（実施フォローアップ）

２ 支援実施日：西暦 年 月 日

上記のとおり、相違ないことを確認いたします。

西暦 年 月 日

東京都産業労働局商工部長 印

様式 ：確認申請書（強化認定・革新）全 ページ
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事業多角化・事業転換計画書

西暦 年 月 日

（申込者） 住 所

名 称

代 表 者

電 話 （ ）

「チャレンジ融資（チャレンジ（事業多角化・事業転換））」を申し込むため、この書類を提

出します。

注）この計画書は、融資申込時に金融機関等へ提出してください。（金融機関等を経由して保証協会に送付

されます。）

受付機関記入欄 保証協会記入欄

（受付日） （受付機関名） （受付日） （担当・内定）

千円

様式 ：事業多角化・事業転換計画書（チャレンジ（事業多角化・事業転換）） 全 ページ
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１ 申込者の概要（現況）及び事業多角化・事業転換の概要

現

在

の

事

業

の

概

要

名 称 代 表 者 名 （ 才）

資 本 金 千円 従 業 員 数 人 決 算 期 月決算

創 業 時 期
個人・法人 明・大・昭・平 年 月

（個人から法人化した場合はその時期： 年 月）

営 業 内 容

事 業 内 容 製品（商品）名 年間売上高 業 種

製 造・卸 売・小 売

ｻｰﾋﾞｽ・建 設・運 送

（該当業種に○印）

受注生産 ％

見込生産 ％

事

業

多

角

化

・

事

業

転

換

の

概

要

事業多角化・
事業転換先の
業 種

主な取扱品目
（業務内容）

事業多角化・
事 業 転 換 の
開 始 時 期

年 月 日 から

事業多角化・
事 業 転 換 の
実 施 場 所

名 称

所 在 地

敷地 ㎡、建物 ㎡（うち工場又は店舗 ㎡）

本計画に係る
連 絡 担 当 者

氏 名 電 話 （ ）

所 属 部 署 （ ）

２ 人員計画

人

員

計

画

区 分 現在の状況 ⇒ 従前の事業 新たな事業 合 計 備 考

常 勤 役 員 人 計

画

実

施

人 人 人

常勤従業員

臨時従業員

合 計

様式 ：事業多角化・事業転換計画書（チャレンジ（事業多角化・事業転換）） 全 ページ
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１ 申込者の概要（現況）及び事業多角化・事業転換の概要

現

在

の

事

業

の

概

要

名 称 代 表 者 名 （ 才）

資 本 金 千円 従 業 員 数 人 決 算 期 月決算

創 業 時 期
個人・法人 明・大・昭・平 年 月

（個人から法人化した場合はその時期： 年 月）

営 業 内 容

事 業 内 容 製品（商品）名 年間売上高 業 種

製 造・卸 売・小 売

ｻｰﾋﾞｽ・建 設・運 送

（該当業種に○印）

受注生産 ％

見込生産 ％

事

業

多

角

化

・

事

業

転

換

の

概

要

事業多角化・
事業転換先の
業 種

主な取扱品目
（業務内容）

事業多角化・
事 業 転 換 の
開 始 時 期

年 月 日 から

事業多角化・
事 業 転 換 の
実 施 場 所

名 称

所 在 地

敷地 ㎡、建物 ㎡（うち工場又は店舗 ㎡）

本計画に係る
連 絡 担 当 者

氏 名 電 話 （ ）

所 属 部 署 （ ）

２ 人員計画

人

員

計

画

区 分 現在の状況 ⇒ 従前の事業 新たな事業 合 計 備 考

常 勤 役 員 人 計

画

実

施

人 人 人

常勤従業員

臨時従業員

合 計

様式 ：事業多角化・事業転換計画書（チャレンジ（事業多角化・事業転換）） 全 ページ
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３ 事業多角化・事業転換（新たな事業）を行う理由及び内容（具体的に記入してください。）

（１）事業多角化・事業転換を行う前の状態（どのような事業を行っていて、どういう状態か）

（２）事業多角化・事業転換先の業種を行う理由

（３）事業多角化・事業転換の具体的内容

（多角化・転換事業が、現在行っている事業と通常同一の業種と認められる場合は、原材料・生産
加工技術・用途・販路・機能のいずれかが異なることを明記してください。）

様式 ：事業多角化・事業転換計画書（チャレンジ（事業多角化・事業転換）） 全 ページ
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４ 製品（商品）売上高計画及び新たな事業の売上高計画の算出明細 （千円）

従前の事業※ 新たな事業※ 新たな事業の売上高計画の算出明細※ 合 計

直近の決算額
年 間 売 上 高

計 画 初 年 度
年 間 売 上 高

（ ／ ～ ／ ）

％ ％ ― ％

計画第２年度
年 間 売 上 高

（ ／ ～ ／ ）

％ ％ ― ％

※ 「従前の事業」とは、現在行っている事業で継続又は廃止する事業です。（事業転換の場合は転換前の事業）
※ 「新たな事業」とは、今後新たに開始する事業です。（事業転換の場合は転換後の事業）
※ 「算出明細」は、算出基礎となった製品名・製品単価・販売数量等を記入し、その説明を具体的に記入してくだ

さい。

５ 投資計画（計画全体の投資額です。該当箇所に記入してください。）

資 金 使 途 金額（千円） 使途の概要（具体的に記入してください。）

設

備

資

金

土 地 購 入 ㎡ 借 地 ㎡

建 物 建 設 ㎡ 購 入 ㎡ 賃 貸 ㎡

機 械 設 備 機 械 名 ＠ 千円／台 × 台

そ の 他 （具体的に）

運

転

資

金

仕 入 資 金 ＠ 千円／月 × 月（ ヶ月を限度とする。）

人 件 費 ＠ 千円／月 × 月（ ヶ月を限度とする。）

市場開拓費 市場調査費 宣 伝 費 そ の 他

そ の 他 （具体的に）

合 計 ―

様式 ：事業多角化・事業転換計画書（チャレンジ（事業多角化・事業転換）） 全 ページ
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４ 製品（商品）売上高計画及び新たな事業の売上高計画の算出明細 （千円）

従前の事業※ 新たな事業※ 新たな事業の売上高計画の算出明細※ 合 計

直近の決算額
年 間 売 上 高

計 画 初 年 度
年 間 売 上 高

（ ／ ～ ／ ）

％ ％ ― ％

計画第２年度
年 間 売 上 高

（ ／ ～ ／ ）

％ ％ ― ％

※ 「従前の事業」とは、現在行っている事業で継続又は廃止する事業です。（事業転換の場合は転換前の事業）
※ 「新たな事業」とは、今後新たに開始する事業です。（事業転換の場合は転換後の事業）
※ 「算出明細」は、算出基礎となった製品名・製品単価・販売数量等を記入し、その説明を具体的に記入してくだ

さい。

５ 投資計画（計画全体の投資額です。該当箇所に記入してください。）

資 金 使 途 金額（千円） 使途の概要（具体的に記入してください。）

設

備

資

金

土 地 購 入 ㎡ 借 地 ㎡

建 物 建 設 ㎡ 購 入 ㎡ 賃 貸 ㎡

機 械 設 備 機 械 名 ＠ 千円／台 × 台

そ の 他 （具体的に）

運

転

資

金

仕 入 資 金 ＠ 千円／月 × 月（ ヶ月を限度とする。）

人 件 費 ＠ 千円／月 × 月（ ヶ月を限度とする。）

市場開拓費 市場調査費 宣 伝 費 そ の 他

そ の 他 （具体的に）

合 計 ―

様式 ：事業多角化・事業転換計画書（チャレンジ（事業多角化・事業転換）） 全 ページ
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６ 資金計画

調 達 先 金 額（千円） 金利（予定・年利） 返 済 期 間 備 考

％ 年 （今回申込分）

％ 年

％ 年

自 己 資 金 ― ―

そ の 他 ％ 年 増資・資産売却・その他（○で囲む）

合 計 ― ―

７ 損益計画 （千円）

直 近 の
決 算 額

計 画 初 年 度（ ／ ～ ／ ） 計画第２年度（ ／ ～ ／ ）

従 前 の
製品売上

新 た な
製品売上

合 計
従 前 の
製品売上

新 た な
製品売上

合 計

① 売 上 高

② 材 料 費

③ 外注加工費

④ 総 加 工 高
（①－②－③）

⑤ 人 件 費

⑥ 支 払 利 息

⑦ 減価償却費

⑧ その他経費

⑨ ⑤～⑧の計

⑩ その他収益

⑪ 税引前利益
（④－⑨＋⑩）

※ 販売業・サービス業等の場合は、売上原価を「② 材料費」に、売上総利益を「④ 総加工高」に記入してくださ
い。

※ 「⑥ 支払利息」は、借入金全ての支払利息を記入してください。
※ 「⑧ その他経費」は、広告宣伝費、家賃、光熱水費等を記入してください。
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